
１．はじめに

現在、人口減少や経済不況などを原因として、

日本における自動車販売は停滞気味となってい

る。２０１０年の国内の新車販売台数（軽を含む）

は、エコカー補助金などの政府購入支援策もあ

り、前年比７．５％増の４９５万台であったが、２年連

続の５００万台割れで、ピーク時の１９９０年の７７８万台

と比べて６割程度の水準にとどまった。しかしな

がら、軽自動車の販売は登録車と比較すると順調

であり、ピーク時の２００６年の２０２万台に比べると

約１５％減の水準であるものの、前年比２．３％増の

１７３万台であった。そして２０１１年３月末時点での

軽自動車の保有台数は２，７００万台以上と、自動車

の総保有台数の３６％と過去最高水準を占めるよう

になっている。

軽自動車の特徴はその経済性である１）。消費者

が軽自動車を購入する理由は「車使用面」に比べ

て「経済性面」を重視する比率が７３％と高く、ま

た購入者の８５％が「税金が安いから」との理由を

挙げている２）。そして購入者層において若年層が

減少する一方で高年齢層の比率が増加し、世帯年

収が低下している。原油高などを背景に燃費の良

さが好まれて普通乗用車からの買い換えも増えて

おり、新車購入ユーザーが代替の場合、前保有車

は軽自動車からの代替が５１％を占め、また軽自動

車以外からの代替は２７％となり、ダウンサイジン

グユーザー比率が増加している。

軽自動車の車両寸法は制限があるものの居住性

はかなり改善されており、地方では公共交通機関

が利用者の減少によって機能しなくなっているこ

ともあり、軽自動車はもはや必需品となってい

る。軽自動車に対しては小型乗用車と比べて低税

負担の優遇措置が与えられており、さらには車両

寸法などが小型乗用車に近づいている軽自動車の

シェアは、今後さらに増加することが予想され
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る３）。

軽自動車に対する優遇税制の妥当性について

は、これまでにも幾度となく議論されてきた。例

えば、総務省（２０１０）は「環境自動車税」を創設

することなどを提案し、税の簡素化のために自動

車税と自動車重量税の一体化と、排気量と二酸化

炭素（CO２）の排出量の２段階で課税する案を示

している。さらに軽自動車と小型乗用車の約４倍

ある自動車税の負担の格差を縮小する構想を明ら

かにしている。その理由として、現在の軽自動車

と排気量１，０００ccクラスの小型乗用車との比較に

おいて販売価格と車両重量に大きな違いは見られ

ず、また燃料消費量といった環境面においても同

様に大きな違いは見られないことを挙げてい

る４）。

公共経済学が教えるところでは、ある財への優

遇的な課税（差別的物品税）はその財への需要を

高め、その代替財の需要を減少させる。つまり、

税制は消費者選択へインセンティブを与えること

になるのである。軽自動車に優遇税制を与える

と、その代替財である１，０００ccクラスの小型乗用

車の需要が減少するだろう。このような消費者の

選択に大きな影響を与える税制については、その

資源配分を歪める効果は重要であり、その妥当性

は十分に議論されなければならない。なぜなら、

潜在的な小型乗用車を購入する消費者が優遇税制

のために軽自動車を購入するのであれば、それは

税制がもたらした歪みに他ならないからである。

このように軽自動車の優遇税制は消費者の選択に

影響を与え、資源配分上の効率性を損なう可能性

がある。

軽自動車に対する優遇税制に焦点を当てた理論

的研究は見当たらないものの、自動車関係税制を

地球温暖化対策の定量的評価に関する研究におい

て、藤原他（２００４）は軽自動車の優遇税制を撤廃

した場合をシミュレーションしている。彼らは軽

自動車から普通・小型乗用車へのシフトはあまり

起きず、軽自動車の保有台数・走行距離が減少す

る効果により CO２排出量は減少すること、そして

税変更による社会便益の低下を明らかにしてい

る５）。阿久根他（２００８）は取得段階税と保有段階

税を撤廃した場合と現状をシミュレーションに

よって比較している６）。彼女らは軽自動車の新車

台数の増加率は普通・小型乗用車よりも小さく、

保有台数は小型乗用車が増加するのに対して軽自

動車と普通乗用車は減少すること、そして CO２排

出量などは減少し、経済厚生水準が向上すること

を明らかにしている。

本稿の目的は、軽自動車規格の変遷と規格改定

に関するこれまでの議論を整理し、自動車関係税

における差別的課税の妥当性について理論モデル

を用いて分析することである。具体的には、垂直

的差別化モデルの枠組みで最適な課税体系、つま

り競争均衡の下で社会厚生を最大化する資源配分

を実現する課税体系を明らかにする。結論とし

て、社会的により望ましい財は過小配分されるこ

と、そしてそのような財に低い税額を課すことで

社会厚生を最大化できることを示し、現状の軽自

動車への優遇税制は社会厚生を悪化させる可能性

があることを明らかにする。

本稿の構成は以下の通りである。次節では軽自

動車規格の変遷と規格拡大に関する議論を整理す

る。第３節では自動車関係税について軽自動車と

小型乗用車との比較を行い、軽自動車の優遇税制

の変遷を整理する。第４節では垂直的差別化モデ

ルを応用して最適課税について分析する。第５節

では本稿の結論とともに今後の課題を述べる。

２．軽自動車規格の変遷

軽自動車は歴史的に、まだ日本の所得水準が低

かった１９５０年代にモータリゼーションを促進する

ために生まれた。規格自体は改定され続け、対象

排気量も当初の３６０ccから６６０ccまでに、そして

衝突安全性を高めるために車両寸法も同様に拡大

した。この結果、軽自動車は性能、価格ともに小

型乗用車に近づくことになったが、そのような規

格改定では自動車メーカー各社の利害対立が表面

化した。ここでは、軽自動車規格の変遷と規格改

定に関する議論を整理する。
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２．１ 戦前と戦後の小型自動車

日本での自動車の運転免許制度は１９１９年２月に

公布された自動車取締令によって導入されたが、

二輪車や三輪車などは従来どおり無免許運転が認

められた。そして１９２４年に自動車取締令が改定さ

れ、主に二輪・三輪車を対象として小型自動車の

規定が設けられた。排気量３５０cc以下、全長２．４m

以下、全幅０．９m以下と定められたが、この小型

自動車の規定はそれまでの三輪車を追認するもの

であった。１９３０年２月には小型自動車の規定が改

定され、排気量５００cc（４サイクル）と３５０cc（２

サイクル）以下、全長２．８m以下、全幅１．２m以

下、全高１．８m以下となり、排気量と車両寸法が

拡大されたが、乗員定員は１人に限られた。１９３３

年２月には再び小型自動車の規定が改定され、排

気量は７５０cc以下になり、車両寸法も拡大した。

乗車定員は４人までとなったが、依然として無免

許運転が認められた。

このように戦前の小型自動車の区分は主に三輪

車を念頭に置いたものである。性能向上が図られ

ることで小型四輪自動車に近づいたとはいえ、無

免許運転が認められたことから考えても、この区

分は本格的な小型四輪自動車とは全く異なるもの

と考えられる。

戦後の１９４７年３月に自動車取締令が一部改正さ

れ、三輪、四輪の区別が設定された。四輪以上の

小型自動車の基準は排気量１，５００cc以下、全長

３．８m、全幅１．６m、全高１．８mとなり、自動三輪

車の規格は排気量１，０００cc以下（４サイクル）、

全長３．２m以下、幅１．４m以下、全高１．８m以下と

なった。しかし、この戦後の小型自動車は普通免

許を取得しなくては運転できなくなった。このよ

うに戦後の小型自動車の区分は排気量や車両寸法

の拡大もあり、さらには普通免許の取得が必要と

されたことからも、戦前の小型自動車とは全く異

なる区分の新しい本格的な自動車として定義され

たのである。そして小排気量と免許不要といった

戦前の小型自動車の特徴を受け継ぐのが現在の軽

自動車であるといえる。

２．２ 軽自動車規格の誕生

１９４９年７月に軽自動車の規定が制定された。排

気量１５０cc（４サイクル）と l００cc（２サイクル）

以下、全長２．８m、全幅１．００m、全高２．０m以下と

なり、この規定は二輪車を想定していたと考えら

れる。そして１９５０年７月には軽自動車の車両規定

が改定され、二輪、三輪、四輪の区別が新設さ

れ、三輪と四輪では、排気量３００cc（４サイクル）

と２００cc（２サイクル）以下、全長３．０m、全幅１．３

m、全高２．０m以下となった。１９５１年８月にも軽

自動車の車両規格が改定され、三輪と四輪では、

車両寸法はそのままで、排気量が３６０cc（４サイ

クル）と２４０cc（２サイクル）以下に拡大された。

この改定でも主として二輪車を想定していたと考

えられるが、１９５３年に最初の軽乗用車といわれる

日本オートサンダル自動車の「オートサンダル」

が発売された７）。その翌年からいくかの軽乗用車

が発売されたが、その多くは小規模で資本力のな

いメーカーによる少量生産であった。

１９５５年４月に車両規格が改定され、三輪および

四輪では、２サイクルと４サイクルの別なく排気

量は一律３６０cc以下となった。この改定により２

サイクルエンジンによる軽自動車開発の気運が高

まり、１９５８年３月に富士重工業から本格的な軽乗

用車「スバル３６０」が発売された。１９６０年５月に

は東洋工業（現マツダ）が「マツダクーペ」を、

そして１９６２年３月にはスズキ自動車工業（現スズ

キ）が「スズライト・フロンテ」を発売するな

ど、資本力のあるメーカーの参入が相次いだ。

１９６１年には１０万台に満たなかった軽乗用車の保

有台数は１９６５年には４０万台を超え、国産乗用車保

有台数の２０％に相当するまでに軽自動車市場は拡

大した。この頃には軽自動車の優遇措置がより明

確になっていた。例えば、１９６０年代後半には都市

部での小型以上の乗用車には車庫証明が必要と

なったが、軽自動車はそれを免除された８）。１９６５

年９月には道路交通法の改正により軽自動車の速

度制限が撤廃され登録車と同等になり、１９６８年ま

では軽自動車は簡易な軽自動車免許９）で運転可能

であった。さらには小型以上の乗用車に義務付け

られている車検も軽自動車は免除されていた１０）。
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２．３ １９７６年度規格改定

軽自動車販売の伸びは１９７０年に過去最高を記録

したが、１９７４年のオイルショックの影響などもあ

り、１９７５年まで下がり続けた。１９７４年には安全・

公害規制の強化とともに排ガス５０年度規制が正式

に決定したが、その規制による軽自動車の性能低

下が危惧された。そして売れ行きが良くなかった

軽自動車の状況改善のためにも規格拡大が議論さ

れたが、そこではエンジン機構の違いによるメー

カー各社の利害対立が表面化した１１）。２サイクル

車メーカーと排気量拡大の利点がより大きい４サ

イクル車メーカーの間で利害の対立が表面化し、

軽自動車からの撤退を計画していた本田技研工業

は排気量拡大の議論そのものに熱心ではなかっ

た１２）。

１９７６年１月には軽自動車の規格が改定され、排

気量５５０cc以下、全長３．２m、全幅１．４m以下と

なった。この排気量の拡大により、炭化水素

（HC）排ガス対策が容易になり騒音も低くな

り、さらには車両寸法の拡大により、安全性、操

縦性能も改善された。排気量拡大は排気規制によ

る性能低下を避けることを目的としていたため、

結局は車体の重量増や排ガス装置による馬力低下

により、最高速度などの性能向上にはつながらな

かった。

２．４ １９９０年度規格改定

１９８９年４月の消費税導入に伴い軽自動車が優遇

されていた物品税が撤廃され、小型乗用車と軽自

動車の税額格差が小さくなった１３）。その前年の

１９８８年には、軽自動車が販売面で不利になること

が予想されたため、その見返り措置としての規格

改定が議論された。その議論では排気量拡大に関

するメーカー各社の利害対立が表面化した。既に

排気量８００ccのエンジンを開発生産しているメー

カー（鈴木自動車工業、三菱自動車工業）は排気

量拡大に賛成し、そうでないメーカー（ダイハツ

と富士重工業）が反対するという構図であっ

た１４）。

１９９０年２月に軽自動車の規格が改定され、エン

ジン排気量６６０cc以下、全長３．３m以下に拡大さ

れた。全幅の拡大については、軽自動車に不要と

なっていた車庫証明の見直しの検討を避けるため

見送られた。

１９９１年７月には東京２３区と大阪市に限定して軽

自動車の車庫証明が義務化され、１９９６年１月から

は人口３０万人以上の都市に拡大された。

２．５ １９９８年度規格改定

１９９４年頃から衝突時の新たな安全基準設定への

対応をめぐって、基準をクリアできない軽自動車

の規格改定が議論された。１９９４年２月に運輸省が

日本自動車工業会に対して軽自動車規格に関する

業界の意見集約を求めた際、規格拡大により軽自

動車の商品力が向上、小型乗用車の販売減を恐れ

るトヨタ自動車や日産自動車などが猛反発し、業

界を二分する論争が巻き起こった。この結果、ト

ヨタ自動車など乗用車側が譲歩した格好で要望書

がまとまった。排気量は６６０ccで据え置かれた

が、全長と全幅については軽自動車メーカーの要

望がほぼ認められた。そして１９９４年９月には欧州

の自動車業界が、日本の軽自動車に与えられてい

る税制・車庫などの優遇措置に対して、日本政府

に撤廃を働きかけるとの声明を発表した。優遇措

置を残したまま軽自動車の規格を拡大すれば、欧

州小型車メーカーに対する差別につながるため、

規格拡大の阻止が狙いであった１５）。

１９９８年１０月に軽自動車の規格が改定され、全長

３．４m、全幅１．４８mに拡大した。そして時速５０km

/hの正面衝突に対して乗員の安全を確保できる

ための措置が義務づけられた。

１９９９年１月から、人口２０万人以上の市と県庁所

在地全てに拡大することを決定され、３８市が新た

に加わり、対象地域の人口はほぼ半分の６６００万人

となった。２００１年１月から人口１０万人以上の市に

拡大され、８１都市が新たな対象となった。

２．６ 軽自動車規格の非効率性

軽自動車の規格が誕生した頃は排気量も３６０cc

と小さく、乗用車として成立するには最低限の規

格であった。その規格では小型乗用車との棲み分

けもできており、安価な自動車を普及させるため
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にも軽自動車を優遇する合理的な理由はあったと

考えられる。この当時の規格拡大の議論は主に軽

自動車メーカー間の利害対立であり、軽自動車を

生産しないメーカーはこの議論への関心は低かっ

た。このことからも市場の棲み分けはできていた

と考えられる。しかしながらその後の相次ぐ軽自

動車の規格拡大により、軽自動車と小型乗用車と

の車体・性能差は縮小した。１９９０年代からの規格

拡大の議論は軽自動車メーカー間だけでなく、軽

自動車メーカーと乗用車メーカーとの利害対立も

表面化した。そのため軽自動車メーカーは優遇税

制を維持するために、排気量や車両寸法の拡大に

ついては妥協せざるを得なかったのである。この

ことは、もはや軽自動車と小型乗用車との棲み分

けは困難となったことを意味している。

現在の軽自動車の燃料消費量が必ずしも良くな

い理由は、車両寸法の拡大に対して排気量の拡大

が不十分であるためエンジンの効率性が損なわれ

ているからである。例えば、ターボエンジンを装

着した軽自動車は、高回転で走ると２，０００cc並の

燃料消費量となる。軽自動車の最適な排気量は

８００cc程度である。さらに全幅に関しても、走行

性能と安全性の観点からは、それを拡大すること

でバランスが良くなる（桂木洋二・GP企画セン

ター，２００８）。このように優遇税制を守るための

妥協により軽自動車の規格は非効率となってお

り、優遇税制の妥当性に合理的な理由を見つける

ことが困難であるのは明らかである。

バブル経済が崩壊した１９９０年代以降、国内市場

は縮み続け、販売回復の兆しが見えないなか、

２０００年５月には、当時の日本自動車工業会会長の

奥田碩は軽自動車の優遇税制の見直し議論が必要

と発言し物議を醸した。その趣旨は、自動車税制

全体の簡素化・負担軽減を勧める中で、軽自動車

だけの恩恵を見直そうというものであった。しか

しながら自動車業界では軽自動車の優遇見直し論

は次第に薄れ、需要喚起のために登録車の税率下

げや税体系の抜本改革を求める声が高まった。例

えば、自動車工業会（２００１）は自動車税制の抜本

見直し案を示し、欧米に比べ割高な自家用自動車

（登録車）の税負担を軽自動車や営業貨物車を基

準に見直すよう提言した。つまり、軽自動車の恩

恵をなくすというよりも、登録車でも低排ガスで

軽量なら負担を軽自動車並みに軽減して欲しいと

いう主張であった。

そのような背景のなか、２００２年４月には日産自

動車がスズキから OEM（相手先ブランドによる

生産）供給を受けて軽自動車に参入し１６）、２０１０年

９月にはトヨタ自動車が子会社のダイハツ工業か

ら OEMを受け、軽自動車市場に参入することを

発表した。このように全ての乗用車メーカーが軽

自動車市場に参入したため、今後はより効率的な

規格改定の議論が期待される。

３．軽自動車優遇税制の変遷

自動車は財産的価値を持つとともに外部不経済

を生むことから、課すべき負担を適宜分割し、取

得段階で消費税と自動車取得税、保有段階で自動

車税と軽自動車税、自動車重量税、走行段階で揮

発油税等の４種類の燃料関係税の計９種類の税が

課されている。軽自動車規格は日本の所得水準が

低かった頃にモータリゼーションを促進するため

に誕生した。そのため軽自動車に対しては自動車

普及や省エネ推進の観点から各種税制面で恩恵が

与えられてきた。ここでは、そのような軽自動車

に優遇的な税である自動車取得税、自動車税、軽

自動車税、自動車重量税、そして消費税導入時に

廃止された物品税の変遷を、特に１，０００ccクラス

の小型乗用車と比較しながら整理する。

３．１ 自動車取得税

自動車取得税は自動車の取得に対して課される

税であり、権利の取得、移転など各種の経済的取

引等に担税力を認めて課する流通税である。道路

に関する費用に充てる目的税として創設された。

１９６８年度から実施され、課税標準は取得価額、税

率は３％であった。１９７４年度からは自家用乗用車

の税率は引き上げられ、暫定税率が５％となった

が、軽自動車は据え置かれている。
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３．２ 自動車税

自動車税は財産税的性格と道路損傷負担金的性

格を併せ持つ税であるとされている。税率区分の

指標として排気量などが採用されており、保有に

対する税として１９４０年に創設され、毎年度定額課

税されている。１９５６年度は一律１６，０００円であった

が、１９６２年度に区分が設定され最も税額が低いも

のは排気量１，０００cc以下であり、１２，０００円であっ

た。１９６５年度に１８，０００円、１９７６年度に２３，５００円、

１９７９年度に２５，５００円、１９８４年度からは２９，５００円と

なっている。

３．３ 軽自動車税

軽自動車税は自転車税と荷車税が統合して１９５４

年に創設された自転車荷車税を廃止するととも

に、原動機付自転車と軽自動車及び二輪の小型自

動車とを課税客体として１９５８年度に創設された。

自動車税と同様、財産税的性格と道路損傷負担金

的性格を併せ持つ税であり、保有に対する税とし

て、毎年度定額課税されている。１９５８年度の税額

は１，５００円であったが、１９６１年度には軽乗用車の

区分が設定され３，０００円、１９６５年度に４，５００円、

１９７６年度に５，９００円、１９７９年度に６，５００円、１９８４年

度からは７，２００円となっている。

３．４ 自動車重量税

自動車重量税は車検等によって自動車の運行が

可能になるものとして権利創設税的性格があると

されており、車検時徴収を行っている。また車両

重量を課税の指標としていることから、道路損傷

負担金的性格があるともされている。自動車の走

行が多くの社会的費用をもたらしていること、道

路その他の社会資本の充実の要請が強いことを考

慮して、広く自動車の使用者に対して自動車の重

量に応じ負担を求めるため、１９７１年１２月に創設さ

れた。本則税率は、自家用乗用車は車両重量０．５

トンごとに２，５００円／年、軽自動車は１台あたり

２，５００円／年である。しかしながら、１９７４年度以

降は暫定税額が定められており、１９７６年５月から

２０１０年３月までは自家用乗用車は車両重量０．５ト

ンごとに６，３００円／年、軽自動車は１台あたり

４，４００円／年であった。２０１０年４月以降は、自家

用乗用車は車両重量０．５トンごとに５，０００円／年、

軽自動車は１台あたり３，８００円／年である。

３．５ 物品税

物品税は贅沢品に課税対象を絞ることで公平性

の原則を達成することが期待され、担税力を認め

て課するというものである。自動車は奢侈性、嗜

好性の高い物品であるとされ、１９４６年から税率

１００％の物品税が課された。１９５０年には普通乗用

車の税率が３０％、そして小型乗用車と軽乗用車の

税率が２０％になり、普通乗用車はより奢侈性が高

いと考えられることから小型乗用車などより高率

な税が課された。その後も税率の変更は行われた

が、小型乗用車と軽乗用車の税率は同じであっ

た。１９８１年５月からは小型乗用車の税率が１７．５％

に引き上げられたが、軽乗用車は１５％に据え置か

れた。そして１９８１年１０月には、それまで物品税が

課せられていなかった軽商用車に対して税率５％

の物品税が課せられることになった１７）。１９８４年５

月には小型乗用車の税率は１８．５％に引き上げられ

たが、軽乗用車は１５．５％、そして軽商用車は

５．５％と小型乗用車よりも引き上げ幅は小さかっ

た。

１９８９年の消費税導入に伴い、この物品税は廃止

された。消費税の本則税率は３％であるものの、

登録車には３年間、暫定税率６％が課された。さ

らに１９９２年４月から２年間、登録車には暫定税率

４．５％が課された。

３．６ 軽自動車優遇税制と負担力主義

本格的な軽自動車「スバル３６０」が誕生した１９５８

年時点での軽自動車に課される優遇措置を受けて

いる軽自動車税と小型乗用車の自動車税の税負担

の格差は１０倍を超えていた。１９７１年には自動車重

量税が創設されたが、軽自動車税と自動車税を考

慮すると、税負担の格差は３．３倍であった。現在

は、自動車重量税と自動車税、軽自動車税を考慮

すると、税負担の格差は３．６倍である。１９７４年か

ら自動車取得税で軽自動車は税率据え置きの優遇

を、そして１９８１年から物品税で優遇を受けたこと
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を考えると、その格差はさらに増すことになる。

軽自動車税が自転車荷車税の廃止によって創設さ

れた経緯からも、登録乗用車が奢侈性や嗜好性が

高いと考えられているのに対して、軽自動車が自

転車や二輪車と同様の生活必需品と考えられてい

たことが、このような優遇税制の根拠となってい

たことは明らかである。

公共経済学において希少な資源は社会厚生を最

大化するよう配分されるべきと主張されるが、こ

れを自動車税のような間接税にあてはめた場合、

その財の税率に関する弾力性に応じて、つまり負

担力に基づいて課されるべきと考えることができ

る。負担力に基づく課税の場合、税を課しても逃

げない（消費を継続する）消費者に対し相対的に

高い税率を課すことになるが、資源配分効率の歪

みは小さいものとなる。例えば所得が高い消費者

の価格弾力性が小さく、所得が低い消費者の価格

弾力性が大きいような財の場合には、所得分配上

の考慮と合致する方向になる。つまり、垂直的公

平という点から望ましい所得の再分配効果を持つ

のである１８）。このことは軽自動車の優遇税制を経

済学的に正当化することにつながるが、問題はそ

の程度である。あまりにも税負担の格差が大きい

と、高税率でも逃げないと考えられている消費者

が低税率の財に逃げてしまい、経済の効率性は大

きく歪められる。この点に関しては今後の実証的

研究による弾力性の把握が必要となるが、次節で

は効率的な財の配分と税負担との関係を理論的に

明らかにする。

４．垂直的差別化モデルを用いた軽自動車
優遇税制の分析

４．１ 先行研究

これまで公共経済学の分野では物品税が価格に

及ぼす影響に関する研究が行われてきた。それら

の研究の多くは、競争的経済の枠組みで課税の影

響や最適課税の設計に関する分析であった１９）。し

かしながら、寡占的状況における分析はあまり多

くなく、企業が均一財について数量競争を行うと

するクールノー競争下での研究２０）はあるものの、

差別化された財についての研究はあまりない。本

稿では軽自動車を質的に小型乗用車より劣る財と

してとらえるため、製品差別化の枠組みでこの課

税問題を考えることになる。垂直的差別化モデル

では、財は性質で差別化されており、性質を品質

と考えれば、全ての消費者はより高い品質を好む

ことになる（Mussa and Rosen（１９７８））。Cre-

mer and Thisse（１９９４）は垂直的差別化モデル

の枠組みで質的に異なる財に対する物品税の影響

を分析している。そこでは、第１段階で企業は財

の品質を決定し、第２段階で企業が財の価格を決

定するという多段階モデルの構築により、高品質

財により高額な税率を課すことで社会厚生が改善

されることが明らかにされている。Cremer and

Thisse（１９９９）は垂直差別化モデルにおいては課

税や補助金供与が限界費用に影響を与え、さらに

は消費者の専攻と費用の関係を変化させるため、

物品税は寡占的競争を完全競争に、そして財の配

分をパレート効率的なものへと近づけることがで

きることを明らかにした。Constantatos and

Sartzetakis（１９９９）は Cremer and Thisse

（１９９４）を拡張し、税率の上昇は企業の参入数を

増大させるために市場全体の質の低下をもたらす

ものの、ある税率では不連続的な質の上昇が起こ

ることを証明した。

本稿では Cremer and Thisse（１９９４）と同様

に、垂直的製品差別化モデルを用いて、財の品質

と最適課税の関係を明らかにする。本稿では、

Cremer and Thisse（１９９４）が物品税を従価税（課

税の基準が価格）で考えているのに対し、従量税

（課税の基準が数量）を考えている。その理由

は、モデルを単純化するため、そして自動車税、

軽自動車税などの軽自動車の優遇税制を実現する

主要な税が従量税であるからである。さらに本稿

では企業の品質決定の段階を考えず、企業の生産

する財の品質は所与のものとして考えている。そ

の理由は、軽自動車や小型乗用車などの規格は政

府が決定するため、特に軽自動車に関してはエン

ジン排気量や車両寸法などで自動車メーカーが差

別化を図ることは極めて困難であるからである。

小型乗用車の車両寸法などに関してはメーカーの
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裁量が働くが、ここでは軽自動車のライバルであ

る１，０００cc程度の小型乗用車のカテゴリーが定着

しているものを考え、自動車メーカーの排気量や

車両寸法などの品質を決定する段階を考えないこ

とにした。

４．２ モデル

自動車の品質への好みを表すパラメータがθで

ある消費者の自動車を１台購入する場合の間接効

用関数は

U＝θs－p （１）

であり、s は自動車の品質が、p は価格である。

なお、自動車を購入しない場合の間接効用は０で

ある。ある品質についてθが大きくなれば、消費

者の自動車への最大支払い意志額も増大すること

＿
‾になる。ここで、θは［θ、θ］上に均一に分布

すると仮定する。

政府は自動車の品質を決定する規格を設定し、

市場には２つの自動車メーカー（メーカー１と

２）が参入しており、各メーカーは１種類の自動

車を生産し販売する。ここでは、メーカー１は高

品質の自動車を、メーカー２は低品質の自動車を

販売すると考え、メーカー i の自動車の品質を si

で表せば s１＜s２となる。各メーカーが生産する自

動車の品質は所与であるため、各メーカーは価格

を戦略的に設定し、消費者に自動車を販売しよう

とする。そして政府は自動車に従量税を課し、高

品質車と低品質車にはそれぞれ税額 t１と t２を課

す。

例えば、消費者が低品質車（s１，p１）と高品質車

（s２，p２）の選択問題を考えれば、s１＜s２であるか

ら、p１＞p２であれば、つまり低品質車の価格が高

品質車の価格よりも高ければ、全ての消費者は高

品質車を購入する。そのため、p１＜p２の場合、つ

まり低品質車の価格が高品質車よりも安い場合を

考える。均衡時には、品質を高く評価する消費者

（つまり、大きいθの消費者）は高品質車（すな

わち大きい s の自動車）を購入し、品質をあま

り評価しない消費者（つまり、小さいθの消費

者）は低品質車（すなわち小さい s の自動車）

を購入することになる。２種類の品質に関して無
～

差別となる消費者のθは、

～

θ＝
p２＋t２－p１－t１

s２－s１
（２）

～

である。このθは低品質車と高品質車の市場の境

界を表している。低品質車と高品質車の需要関数

は。

＿

～

＿D１（p１，p２）＝
�
θ

θdθ=
p２＋t２－p１－t１

s２－s１
－θ （３）

＿

‾
‾D１（p１，p２）＝

�
θ

θdθ=θ－
p２＋t２－p１－t１

s２－s１
（４）

となる。

４．３ 競争的均衡

メーカー i の利潤は

Πi（p１，p２）＝（pi－ci）Di（p１，p２） （５）

であり、メーカー i はライバルの価格戦略を所与

として利潤を最大化するよう piを決定する。各

メーカーの反応関数は

p１＝R１（p２）＝ ＿p２＋t２－θ（s２－s１）
２

－
t１
２
＋

c１
２

（６）

p２＝R２（p１）＝
‾p１＋t１－θ（s２－s１）
２

－
t２
２
＋

c２
２

（７）

であり、ナッシュ均衡解は pc
i＝Ri（pc

j）を満足する

ので、均衡価格は以下のように求められる。

pc
１＝

‾
＿（θ－２θ）（s２－s１）＋t２－t１
３

＋
２c１＋c２
３

（８）

pc
２＝

‾
＿（２θ－θ）（s２－s１）＋t１－t２
３

＋
c１＋２c２
３

（９）

このとき、

～

θ＝
‾

＿（θ＋θ）＋t２－t１＋c２－c１
３（s２－s１）

（１０）

である。このときの需要関数は
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D１＝
‾

＿c２－c１（s２－s１）（θ－２θ）＋t２－t１
３（s２－s１）

（１１）

D２＝
‾

＿c１－c２＋（s２－s１）（２θ－θ）－t２＋t１
３（s２－s１）

（１２）

となる。

４．４ 最適配分

社会計画者は消費者余剰と生産者余剰の和であ

る総余剰を最大化するよう、消費者への自動車の

配分計画を立てる。具体的には、社会計画者は以

下の問題を解く。

＾

＿
＾

‾

max
θ^

�θ
θ
（θs１－c１）dθ＋

�
θ

θ（θs２－c２）dθ （１３）

この最大化問題の解、つまり、２種類の自動車が

限界費用で販売されたときに、２種類の自動車で

無差別となる消費者の市場でのポジションは

θ^＝
c２－c１
s２－s１

（１４）

となる。このことから、２種類の自動車の限界費

用の差（c２－c１）が品質の差（s２－s１）よりも大き
＾くなるほど、低品質車の配分台数（θ）は増大す

ることが分かる。限界費用の差が大きい場合、例

えば低品質車が極端に低い限界費用で生産可能な

場合、２種類の自動車の品質に大きな違いがなけ

れば、低品質車をより多く配分するのが社会厚生

をより増加させるのである。ここで、以下の命題

を得ることができる。

命題 最適課税の下でより多く配分される自動車

の税額は、より少なく配分される自動車の税額よ

りも高くなる。

証明 均衡時の資源配分と最適な資源配分とが一
～ ＾致する、つまりθ＝θとなるような税額は

‾
＿t１－t２＝（s２－s１）（θ＋θ）－２（c２－c１） （１５）

）

‾
＿である。ここで、市場の中央をθ＝（θ＋θ）／２と

すると、上式は

）

＾t１－t２＝２（s２－s１）（θ－θ） （１６）

）

＾となり、t１－t２はθ－θと同符号をとることが分

かる。したがって、最適課税のもとでは高品質車

）

＾がより多く配分される場合（θ＞θ）には高品質

車の税額は低く（t１＞t２）、低品質車がより多く配

）

＾分される場合（θ＜θ）には低品質車の税額は低

く（t１＜t２）なることが分かる。つまり、最適課

税の下でより多く配分される自動車の税額が低く

なるのである。

■

以上の命題を詳細にみてみよう。この最適課税

の下では、均衡配分と最適配分の差は

～ ＾

）

＾θ－θ＝
２
３
（θ－θ） （１７）

となる。このことから、均衡配分と最適配分の差

は、均等配分と最適配分の差と同符号で２／３倍

したものとなる。そのため、均衡配分を最適配分

に近づけるためには、市場の中央に位置する消費

者を無差別にする状態へ誘導する方向へ課税しな

ければならないのである。

このことを直感的に理解してみよう。まず、最

適課税の下での配分についてであるが、最適配分

は総余剰（消費者余剰と生産者余剰の和）を最大

化するため、式（１４）から、品質の差（s２－s１）が

限界費用の差（c２－c１）に比べて大きくなる程、
＾高品質をより多く配分（θは減少）することにな

る。つまり、品質の差が大きい場合、例えば、低

品質車の品質が極度に粗悪な場合、より多くの消

費者に高品質車を配分することで社会厚生は増大

するのである。さらに、限界費用の差が小さい場

合、例えば、低品質車の限界費用が高品質車とほ

ぼ同じである場合、わざわざ低品質車を多くの消

費者に配分する理由はないのである。

次に競争均衡の下での配分をみてみよう。競争

均衡での配分は式（２）で決定するが、最適配分と
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同じく、品質の差が大きい場合や、限界費用の差
～

が小さい場合には、より高品質に配分（θは減

少）することになる。しかしながら、競争均衡で

の配分は税額（t２－t１）とともに市場での消費者
‾

＿の品質に対する評価の分布（θ＋θ）に依存する

ため、最適配分とは異なるのである。その違いは

式（１７）で表されているが、これを直感的に説明

すれば以下の通りである。最適配分では市場の中
＾央の消費者に低品質車が配分される場合（θ＞

）

θ）には、競争均衡では低品質車が最適なある範
＾

）

囲の消費者たち（θ－θ）が高品質車を購入する

からである。さらに、最適配分では市場の中央の
～

＾消費者に高品質車が配分される場合（θ＜θ）に

は、競争均衡では高品質車が最適なある範囲の消
～ ＾費者（θ－θ）に低品質車が配分されるのであ

る。このような最適配分と競争均衡での配分の違

いは、価格競争によって生じているのである。例

えば、低品質車の品質が極度に劣悪で限界費用は

高品質車とほぼ同じ場合、最適時には市場のほと

んどには高品質車が配分されるのであるが、価格

競争によって、品質にあまり関心を示さない消費

者が低品質車を購入するのである。

このように最適配分と競争均衡での配分との違

いによって生じる社会厚生歪みを課税によって改

善できるかどうかが問題であるが、式（１６）で表さ

れるような税額を課すと社会厚生は改善されて最

適な状態を実現できることが明らかとなった。つ

まり、最適配分では市場の中央の消費者に低品質

車が配分される場合には、低品質車の税額を高品

質車より安く設定することで、最適配分が実現す

る。なぜなら、低品質車の税額を比較的に安くす

ることで、低品質車が最適だが競争均衡では高品

質車を購入する消費者が低品質車を購入するよう

になるからである。同様に、最適配分では市場の

中央の消費者に高品質車が配分される場合には、

高品質車の税額を低品質車より安く設定すること

で、最適配分が実現する。なぜなら、高品質車の

税額を比較的に安くすることで、高品質車が最適

だが競争均衡では低品質車を購入する消費者が高

品質車を購入するようになるからである。つま

り、より多く配分するのが最適な財は競争均衡で

は過小に配分されることになるため、最適な税に

より低い税額を課すことで最適配分が実現できる

のである２１）。

４．５ 軽自動車の優遇税制の妥当性

以上のモデル分析で得られた結論を軽自動車の

優遇税制に当てはめて考えてみよう。軽自動車の

規格は小型乗用車に近づいているものの、排気量

や車両寸法の点からはまだ品質に差があると考え

られるが、自動車の生産費用に関してはさほど違

いがないと考えられる２２）。つまり、s２－s１は大き
＾く、c２－c１は小さいことを意味しており、θは小

さくなる。これは、最適配分においては、より多

くの消費者に小型乗用車を配分することになる。

しかしながら競争均衡では価格競争によって、小

型乗用車が最適な消費者の中に軽自動車を購入す

る人が出てくる。モデル分析によると、このとき

軽自動車に高い税額を、そして小型乗用車に低い

税額を課すことで、小型乗用車が最適な消費者に

小型乗用車を購入させることができるのである。

つまり、最適配分を実現できるのである。

しかしながら、実際には以上のモデル分析で得

られた結論とは逆に、軽自動車には小型乗用車よ

りも低い税額が課せられている。そのため、課税

がない場合よりも、小型乗用車が最適であるのに

も関わらず軽自動車を購入する消費者が増加する

のである。つまり、軽自動車の優遇税制は社会厚

生の歪みをより増大させているのである。

５．結論

本稿では、自動車関係税における軽自動車優遇

税制について、その妥当性について議論した。軽

自動車の規格拡大を巡る議論の分析では、規格誕

生当初は、軽自動車は安価な自動車の普及という

目的に沿うものであり、その後の規格拡大の議論

も軽自動車メーカー各社の利害対立が主であり、

軽自動車と小型乗用車の棲み分けはできていたと

考えられる。しかしながら、その後の相次ぐ軽自

動車の規格拡大により、軽自動車の小型乗用車と

の性能差は縮小し、規格拡大の議論は軽自動車
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メーカー間だけでなく、軽自動車メーカーと乗用

車メーカーとの利害対立も表面化した。これは軽

自動車と小型乗用車との棲み分けは困難となった

ことを示しており、軽自動車メーカーは優遇税制

を維持するために、排気量や車両寸法の拡大につ

いては妥協せざるを得なかったのである。そのよ

うな妥協の結果、軽自動車は小型乗用車と比べて

走行性能は劣るものの価格などはほぼ同等とな

り、その非効率的な規格の存在意義を改めて議論

する必要が生じているのである。

軽自動車の優遇税制が社会厚生に与える影響を

分析するために、財の品質における差別化を分析

するために垂直的差別化モデルの枠組みで、高品

質財（小型乗用車）と低品質財（軽自動車）につ

いての最適課税について分析した。つまり、社会

厚生を最大化するような消費者への財の配分を考

え、競争的均衡の下で消費者が最適配分と同様の

購入を行うような税体系を明らかにしたのであ

る。本稿では、社会的により望ましい財は過小に

購入されることを明らかにし、そのような財に低

税額を課すことで社会厚生が最大化することを明

らかにした。現状の軽自動車と小型乗用車を比較

すると、車両価格の差は馬力などの走行性能差に

比べて小さい。車両価格は限界費用と、そして走

行性能は品質に強い関係があると考えれば、品質

から求められる消費者の自動車への最大支払い意

志額と限界費用の差で求められる社会厚生は、小

型乗用車をより多くの消費者に配分することで最

大化される。そのような配分を競争的均衡で実現

するためには、小型乗用車に低税額を課さなけれ

ばならない。しかしながら現状では、社会的に望

ましくない軽自動車へ優遇税制が与えられてい

る。このことは現状の軽自動車への優遇税制は社

会厚生を悪化させていることを意味しているので

ある。

今後は本稿で構築したモデルの拡張が課題であ

る。本稿では自動車区分を２つに限定して分析し

たが、より多くの区分に拡張することが考えられ

る２３）。さらに本稿では自動車の品質を所与のもの

として分析したが、より現実的な現象を分析する

ためには、ある範囲を持った規格内でのメーカー

の品質決定のメカニズムを導入することが必要で

ある。
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注

１）ここで説明するアンケートの結果は日本自動

車工業会（２０１０）による。

２）車使用面からの選択理由では「運転しやすい

から」や「狭い道で使いやすいから」が、そ

して経済性面からは「税金が安い」や「燃費

が良い」が上位に挙げられている。

３）例えば、本田技研工業は２０１０年の国内販売台

数６５万台のうち、軽自動車は１６万台であった

が、２０１６年には軽自動車を３０万台に増やし、

軽自動車の比率を４割強とする計画を立てて

いる。

４）軽自動車のスズキ・ワゴン R FXと小型乗用

車のヴィッツ１．０Fの販売価格と車両重量を

比較すると、前者が１，０７１，０００円と８１０kg、

後者が１，０７６，０００円と９７０kgである（２０１１年

９月現在）。また軽自動車と１，０００ccの小型

自動車の CO２排出量の平均値（２０１０年３月現

在）を比較すると、軽自動車の排出量の方が

多いとい う 状 況 に な っ て い る（総 務

省，２０１０）。

５）ファースト・ベストの取得・保有税はゼロで

あるので、軽自動車の取得・保有税の増税は

税の歪みをより大きくするからである。

６）阿久根他（２００８）は受益者負担、環境との整

合性の両面から、税体系を走行段階課税へシ

フトさせていく必要があるとの考えから、取

得段階税と保有段階税を撤廃した場合を想定

している。

７）２００台が製造されたが、性能、操作性に問題

があったとされ、１９５４年で製造中止となっ

た。

８）１９６２年９月から一部地域を除く６大都市で自

動車の登録時に自動車保管場所の証明書の陸

運支局への提出を義務付けられた。

９）普通免許が１８歳から取得できるのに対し、軽

自動車免許は１６歳からであり、また運転免許

試験も易しかった。

１０）１９７３年１０月から軽四輪、軽三輪も車検の対象

となった。

１１）炭化水素（HC）排出量の多い２サイクル車

メーカーが既に正式に決定したHC規制値

（排ガス５０年度規制）の改定を、そして窒素

酸化物（NOx）排出量の４サイクル車メー

カーは検討が開始された NOx規制（排ガス

５１年度規制）の緩和を求めた。

１２）２サイクル車メーカー（鈴木自動車工業、東

洋工業など）が３６０ccの現行維持を、４サイ

クル車メーカー（富士重工業、三菱重工業）

が微増の４５０～５００ccを、そして本田技研工

業が６００ccを運輸省に提示した。

１３）物品税の税率は、普通乗用車（排気量２，０００cc

超）が２３．０％、小型乗用車（排気量５５０cc～

２，０００cc）が１８．５％、軽自動車の乗用車タイ

プは１５．５％、その当時の主力のボンネットバ

ン型などの商用タイプは５．５％であり、消費

税が導入され物品税は消費税（暫定３年間

６％、その後３％）に吸収された。

１４）賛成派は排気量８００ccが世界標準になること

を主張し、反対派は既存の優遇措置の見直し

の議論の再燃を避けるために排気量拡大に反

対した。

１５）欧州メーカーの中には、販売拡大のために優

遇措置を活用する側に回った例もある。例え

ば、ダイムラークライスラー日本は２００１年１０

月、従来車「スマートクーペ」を軽自動車規

格内に収まるよう変更した日本専用車「ス

マート K」を発売した。

１６）日産自動車と三菱自動車は２０１１年６月に共同

開発会社 NMKVを設立し、軽自動車の企

画・設計を共同で行うこととなった。

１７）軽乗用車の販売不振が深刻化した１９７０年代後

半に、ボンネットバンと呼ばれる物品税が免

除された軽商用車規格の乗用車スタイルの軽

自動車が登場し、物品税が廃止されるまで軽

自動車の主流となっていた。

１８）価格弾力性と所得の分配がこれとは反対の関

係である場合、負担力主義は所得分配の公平
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に逆進的になる。

１９）例えば、Salanie（２００３）など。

２０）例えば、Katz and Rosen（１９８５）など。

２１）Cremer and Thisse（１９９４）は、本稿のよう

な明示的な最適課税の解を得ていないが、高

品質な財により高額な税率を課すのが最適で

あることを証明している。

２２）軽自動車（例えば、スズキのワゴン R-FX）

と１，０００cc程度の小型車（例えば、トヨタの

ヴィッツ１．０L）を比較してみると、馬力は

前者の４０kW/rpmに対して、後者は５１kW/

rpmであり、価格は前者の１，０７１，０００円に対

して、後者は１，１９５，０００円である。このこと

から、価格の差はと馬力の差に比較すると小

さいといえる。生産費用と車両価格は正の関

係があると考えれば、両者の生産費用の差は

馬力の差に比べれば小さいものと考えられ

る。

２３）Constantatos and Sartzetakis（１９９９）は従

価税の下では企業の参入を増大させ、税率の

上昇とともに財の品質が低下することを明ら

かにした。

荒川：軽自動車の優遇税制と社会厚生 ２７



Tax Break for Kei Cars and Social Welfare

KIYOSHI ARAKAWA

School of Social Information Studies, Otsuma Women’s University

Abstract
The tax break for Kei car, account for 30% of the number of total car ownership in Ja-

pan has been discussed for their appropriateness. In this paper, we arrange the discus-

sion, and clarify the relationship between tax breaks and social welfare analytically. We

find that more preferable goods are allocated deficiently, and by imposing a lighter tax on

such goods, social welfare is maximized, and shows that tax breaks for Kei cars may de-

crease social welfare.

Key Words（キーワード）
car taxation（自動車関係税）, tax break（優遇税制）, optimal taxation（最適課税）, com-

modity tax（物品税）, vertical product differentiation（垂直的製品差別化）
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